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研究成果の概要（和文）：本研究は、1960年代後半から70年代前半にかけての国鉄の2つの再建計画における過
大な需要想定、その中でも特に鉄道貨物輸送の過大な需要想定に注目し、そのような計画がなぜ策定されたの
か、組織内外のどのようなやり取りを通じて策定されたのか、またその結果として他の政策や意思決定に対して
どのような経路を通じてどのような影響を及ぼしていたのか、といった問題を、国鉄本社の内部資料と当事者た
ちへの聞き取りを通じて記述・分析した。本研究で明らかにされたのは、ひとたび作られた過大な需要想定が、
それを「実態とは乖離している」と認識している人たちをも巻き込んでいくプロセスである。

研究成果の概要（英文）：In order to explore multiple-level and political process of organizational 
decoupling,  this research project conducted a historical case study of the restructuring plans of 
the JNR; they were submitted to the Diet, requesting government financial aid, and were based on 
intentional overestimations of the demand for both passenger and freight businesses. Focusing on the
 freight business, it examined how different departments with different interests within JNR 
interacted to make the plan, how employees within each department interacted to make it, and once 
made, how it affected the substantive activities in the JNR.

研究分野：組織論

キーワード： 組織論　日本国有鉄道

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
抗えない圧力の下でフォーマルな計画や構造と組織の実態とを脱連結せざるをえず、かつ本来はそうならないよ
うに監督すべき立場にあるステークホルダーたちも暗黙のうちに脱連結を促している。このような状況に置かれ
た公的組織は、昨今の報道を見ても多く存在しているように思われる。本研究は、日本国有鉄道の再建計画にお
ける貨物部門の過大な需要想定を事例として、内部資料の分析と聞き取り調査を通じて、そのような組織の実態
とダイナミクスを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
人が時にホンネとタテマエを使い分けるように、組織も実態と乖離した政策や計画を意図的
に外部に対して公表することがある。こうした計画・政策と実態との乖離は、組織論の領域では
脱連結（decoupling）と呼ばれる。既存研究では、なぜどのような場合に組織が脱連結を生み出
すのかについての知見が蓄積されてきた。重要なステークホルダーからの要求が実行困難であ
る場合や組織にとって都合が悪いような場合、組織はその要求に配慮した政策や計画を表向き
採用しながらも、実際にはそれに従わない可能性が高くなるのである。こうした戦略的な脱連結
の存在が様々な領域で明らかにされてきた。 
 しかし、1人の行為者であればホンネとタテマエを巧みに使い分けることは可能であるかもし
れないが、利害の異なる多数の行為者から構成される組織ではそうした使い分けはそれほど容
易なことではない。そのような中で「戦略的な脱連結」はどのようにして展開されるのだろうか。
実態と乖離した（あるいは実態と乖離させることを意図した）計画や政策は、組織においてどの
ように策定されるのだろうか。ダーティーなトピックである上に組織内部の話であるため、情報
へのアクセスが難しく、こうした問題はこれまで十分に解明されてこなかった。 
 こうした問題関心から、研究代表者は、衰退期の国鉄の長期計画を研究の対象としてきた。こ
の時期の国鉄の長期計画については、国からの財政援助を獲得するために虚偽の計画であった
ことが、多くの論者から指摘・批判されている。国鉄は意図的に過大な需要を想定し、健全性を
アピールしていたという。まさに戦略的脱連結だと見なされてきたのである。しかし、国鉄のよ
うな巨大な公的組織において、そうした計画はどのようにして策定されていたのだろうか、部門
間でどのような調整が図られていたのだろうか。これまでの研究では、研究代表者は第 1 次再
建計画における貨物部門の計画に焦点を絞り、国鉄 OB への聞き取り調査を主たるデータとし
て、この問題を考察してきた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、次の 3つの点でこれまでの研究代表者の研究を前進させようとするものであった。
第 1 に、聞き取り調査に加えて国鉄本社貨物局が保有していた内部資料を活用する点である。
これまでの調査の過程で得た人脈を通じて、研究代表者は国鉄本社貨物局の内部資料の利活用
の許可を得た。本社・地方レベルにおける政策立案時の機密文書・業務関係資料群であり、これ
により本社内や本社・地方間のやり取りの実態に肉薄することができる。第 2に、内部資料を活
用しながら第 1 次再建計画策定のプロセスについてのさらなる解明を進めるとともに、国鉄が
次に策定した第 2 次再建計画の策定プロセスへの移行のプロセス、さらに過大であった需要想
定を微増基調へと大幅に修正することになった第 3 次再建計画への移行のプロセスについて分
析を進めることである。第 3 に、再建計画が組織内の実体的な意思決定にどのような影響を及
ぼしていたのかについての分析を進めることである。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、これまで研究代表者が行なってきた元国鉄職員に対する聞き取り調査を継続さ
せるとともに、今回新たに利用できることになった内部資料の分析を行なった。聞き取り調査と
内部資料の分析との行き来を通じて、上述の問題についてこれまでにない実証水準での解明を
目指すものである。聞き取り調査については、1960 年代後半から 1970 年代半ばの期間に国鉄本
社貨物局にいた方々を中心に 67 回実施した。これを可能な限りテープで録音し、書き起こしを
行なった。その一部は調査対象者からオーラルヒストリーとしてまとめることを了承いただい
ている。内部資料は、国鉄本社貨物局にあった資料群である。資料群全体は、本研究の対象を大
きく超えるものであるが、今後の研究のために資料全体の整理・分類作業を行なった。本研究と
関連するものとしては、政策立案時の機密文書や、関係者との協議など立案の過程を記したメモ
類、手書きの議事録原文、最終案に至るまでの途中資料、その他業務関係資料などである。これ
に加えて聞き取り調査の際にインタビュイーからいただいた資料も加えて、資料の分析を行な
った。 
 
４．研究成果 
 本研究は研究期間中の最終的な目標として書籍の出版を目指していた。研究期間中に出版に
まで至らなかったが、書籍に取り入れるべく明らかにしてきたことを以下に記していく。今後早
い段階で書籍という形でこれらの成果を発表していく予定である。 
 
第 1次再建計画の策定プロセス 
 内部資料の中には第 1 次再建計画の策定過程において国鉄全社レベルで開催された貨物経営
改善委員会の資料群がある。この資料群には、委員会と部会の議事メモと提出資料が含まれてい
る。議事メモには、常務理事や局長クラスの職員たちの発言が残されている。これらの発言や委
員会提出資料群の分析を進めるとともに、資料分析のための解釈の基盤を得るべく、この時期に
貨物局の総務課にいた職員たちへの聞き取り調査を進めた。この研究の成果はワーキングペー
パーとして登録されている。 
 
第 1 次再建計画から第 2 次再建計画に移行していく過程における国鉄とステークホルダーとの



やりとり 
 聞き取り調査を通じて、第 1 次再建計画の破綻がほぼ確実になってから国鉄の経営計画室が
自民党の国会議員や運輸省鉄道監督局と勉強会を重ね、そこで次の第 2 次再建計画に向けた調
整が行なわれていたことが分かってきた。これについては、現在も調査を継続中である。 
 
第 1次再建計画から第 2次再建計画に移行していく過程における部局間のやりとり 
 内部資料の中には第 1 次再建計画から第 2 次再建計画に移行していく過程において貨物局と
経営計画室との間でやりとりされたシミュレーションの資料や、貨物局の中で行なわれたコン
テナの需要想定のシミュレーションの資料などがある。これらの資料からは、貨物局の想定がど
のように変化していったのか、その下で国鉄全体の計画のとりまとめを担当する経営計画室が
貨物局に対してどのような要望を出していたのか、貨物局はそれに対してどのように応えてい
たのか、といったことを把握することができた。特に重要なのは、この時期にコンテナの需要想
定が第 1 次再建計画の 10 年後 5800 万トンから第 2 次再建計画の 10 年後 1 億 5000 万トンへと
大きく膨らんだことである。コンテナ 1億 5000 万トンという需要想定が国鉄内でどの時期から
出始め、どのように扱われていたのかを分析した。 
 
政府機関の計画文書のネットワーク 
 本研究は同時期に策定されていた他の政府機関の計画にも目を向け、それらと国鉄の計画が
どのような関係にあったのかも分析した。お互いがお互いの計画を前提としており、国鉄の再建
計画がひとつのピースとなるように政府機関の種々の計画が結びついている様子を描き出すこ
とができた。政府機関として一貫していることは当然のように思われるかもしれない。しかし、
ひとたびこの計画のネットワークの中に組み込まれた場合、その中の 1 組織が環境の変化を受
けて計画内容を修正したいと考えたとしても、その組織の一存では変えることができないとい
う問題を孕んでいる。 
 
実体的な意思決定への影響 
 再建計画の過大な需要想定は、再建計画を成立させるため、そして国鉄の国会予算を成立させ
るために策定されていたものであり、当事者である国鉄の貨物局の職員たちはそれを「でたらめ
の数字」として認識していた。本研究では、この「でたらめの数字」が国鉄の実体的な意思決定
にどのように影響を及ぼしていたのかを、設備投資と輸送という 2つの面から分析した。設備投
資については、内部資料をもとに、どのような論理構成で正当化されていたのか、その中で需要
想定がどうなっていたのか、再建計画の需要想定とどう関連していたのかを分析するとともに、
貨物局と建設局の設備投資担当の職員や、経理局の設備投資予算担当の職員に聞き取り調査を
実施した。国鉄の設備投資、とりわけ輸送設備は、大規模な土地買収が伴うとともに、政府・自
治体の都市計画も関係してくるため、構想から完成までに長い年月を要する。その間に上述の正
当化論理がどのように変遷していったのか、そしてその裏でどのような設備投資の実施が難し
くなったのかを分析することで、再建計画が設備投資の意思決定に及ぼした影響を明らかにし
た。輸送については、貨物輸送の 2つの柱である輸送計画と貨車運用のそれぞれの担当の方から
オーラルヒストリーとして聞き取り調査を行なった。輸送の実務担当者たちが政策レベルの需
要想定や長期計画をどのように認識していたのか、それらが彼らの日々の業務や輸送・貨車運用
の計画にどのような影響を及ぼしていたのかを明らかにした。オーラルヒストリーの成果はワ
ーキングペーパーとして登録してある。 
 
微増基調への転換 
 1973 年 10 月のオイルショック以降、需要想定の通りに輸送量が伸びないことが明らかにな
り、かつ計画と実績との乖離が大きくなっていったが、1975 年 5 月の機関決定まで国鉄は再建
計画の過大な需要想定を維持し続けていた。本研究は、この間に部局間や部局内（貨物局内）で
この過大な需要想定や実体的な意思決定（輸送、設備投資）をめぐってどのような議論があった
のかを分析した。政策面を担い、国鉄の置かれた政治的立場をよく理解し、その一方で実務面に
は疎いキャリア職員と、実務面を担い、市場の動向や輸送の現実をよく理解し、その一方で政策
面・政治面には疎いノンキャリア職員との間でどのようなやり取りがあったのか、それがどのよ
うなダイナミクスを生み出していたのかを理解するべく、当時貨物局に在籍していたキャリア
職員とノンキャリア職員の両方に聞き取り調査を実施し、両者がお互いに相手の認識をどのよ
うに理解（誤解）していたのかを把握した上で、その理解（誤解）が組織内にどのようなダイナ
ミクスを生み出していたのかを明らかにした。 
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